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議案第１７号        

 

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を

改正する等の法律等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を次のように制定する。 

 

平成３１年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一

部を改正する等の法律等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 

（船橋市市有鉱区管理条例の一部改正） 

第１条 船橋市市有鉱区管理条例（昭和３２年船橋市条例第９号）の一部を次のように改

正する。 

  第４条中「３２，４００円」を「３３，０００円」に改める。 

（船橋市下水道条例の一部改正） 

第２条 船橋市下水道条例（昭和３６年船橋市条例第３１号）の一部を次のように改正す

る。 

  第１６条第１項中「（１円未満」を「に１００分の１１０を乗じて得た額（その額に１

円未満」に改め、同項の表一般汚水の項中「６４２円６０銭」を「５９５円」に、「３２

円４０銭」を「３０円」に、「９７円２０銭」を「９０円」に、「１７８円２０銭」を「１

６５円」に、「２４８円４０銭」を「２３０円」に、「２９７円」を「２７５円」に、「３

１８円６０銭」を「２９５円」に、「３４５円６０銭」を「３２０円」に、「３６１円８

０銭」を「３３５円」に、「４１０円４０銭」を「３８０円」に改め、同表浴場汚水の項

中「１０８円」を「１００円」に、「１０円８０銭」を「１０円」に改める。 

（船橋市霊園条例の一部改正） 

第３条 船橋市霊園条例（昭和３９年船橋市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第１６条第１項第１号中「９７２円」を「９９０円」に改め、同項第２号中「１，４
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５８円」を「１，４８５円」に改める。 

（船橋市都市公園条例の一部改正） 

第４条 船橋市都市公園条例（昭和３９年船橋市条例第４２号）の一部を次のように改正

する。 

  第２３条第１項中「に、その額に１００分の８」を「（同表その９及びその１０につい

ては、その額に１００分の１０」に、「加えた額」を「加えた額）」に改め、同条第３項

中「１００分の８」を「１００分の１０」に改める。 

第２４条第１項中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額（１０円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てた額）を加えた額」を削る。 

別表第４その１アの表中「２，２５０円」を「２，４７０円」に、「１，２００円」を

「１，３２０円」に、「４５０円」を「４９０円」に、「４，５００円」を「４，９５０

円」に、「１，１２０円」を「１，２３０円」に、「６００円」を「６６０円」に、「２２

０円」を「２４０円」に改め、別表第４その１イの表中「９，０００円」を「９，９０

０円」に、「４，８００円」を「５，２８０円」に、「３３，５００円」を「３６，８５

０円」に改め、同表備考中「の額」の次に「（１０円未満の端数があるときは、これを切

り捨てた額）」を加え、別表第４その１ウの表中「３，０００円」を「３，３００円」に

改め、別表第４その２アの表入場料の類を徴収しない場合の項中「３，７００円」を「４，

０７０円」に、「１，８００円」を「１，９８０円」に、「１，２００円」を「１，３２

０円」に、「７，５００円」を「８，２５０円」に改め、同表入場料の類を徴収する場合

の項中「１１，２００円」を「１２，３２０円」に、「４１，６００円」を「４５，７６

０円」に改め、同表備考２中「の額」の次に「（１０円未満の端数があるときは、これを

切り捨てた額）」を加え、別表第４その２イの表中「２００円」を「２２０円」に、「１

５０円」を「１６０円」に、「１００円」を「１１０円」に改め、別表第４その３アの表

中「４５０円」を「４９０円」に、「２２０円」を「２４０円」に、「１５０円」を「１

６０円」に、「１，０００円」を「１，１００円」に、「５００円」を「５５０円」に改

め、別表第４その３イの表中「１５０円」を「１６０円」に改め、別表第４その４中「５

６０円」を「６１０円」に、「３７０円」を「４００円」に、「２８０円」を「３００円」

に、「１４０円」を「１５０円」に改め、別表第４その５アの表中「１，５００円」を「１，

６５０円」に、「７５０円」を「８２０円」に、「４，５００円」を「４，９５０円」に、

「６，０００円」を「６，６００円」に、「１１，２５０円」を「１２，３７０円」に、
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「２５０円」を「２７０円」に改め、別表第４その５イの表アマチュアスポーツに使用

する場合の項中「８００円」を「８８０円」に、「４００円」を「４４０円」に改め、同

表その他の場合の項中「２，４００円」を「２，６４０円」に改め、別表第４その５ウ

の表中「２００円」を「２２０円」に、「１００円」を「１１０円」に、「６００円」を

「６６０円」に改め、同表備考中「の額」の次に「（１０円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てた額）」を加え、別表第４その５エの表中「１００円」を「１１０円」に、

「３００円」を「３３０円」に改め、別表第４その５オの表中「１００円」を「１１０

円」に、「１，２００円」を「１，３２０円」に、「４００円」を「４４０円」に改め、

別表第４その５カの表体操の項及びバレーボールの項中「３００円」を「３３０円」に

改め、同表バスケットボールの項中「４５０円」を「４９０円」に改め、同表卓球の項

中「１５０円」を「１６０円」に改め、同表庭球の項中「３００円」を「３３０円」に

改め、同表バドミントンの項中「１５０円」を「１６０円」に改め、同表ハンドボール

の項中「４５０円」を「４９０円」に改め、同表共通の項中「７５０円」を「８２０円」

に、「１，３００円」を「１，４３０円」に改め、別表第４その６アの表中「１５０円」

を「１６０円」に改め、別表第４その７アの表中「２，０００円」を「２，２００円」

に、「１，０００円」を「１，１００円」に、「７００円」を「７７０円」に、「４，１０

０円」を「４，５１０円」に改め、同表備考中「の額」の次に「（１０円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた額）」を加え、別表第４その７イの表中「６００円」を「６

６０円」に改め、別表第４その８中「３，６００円」を「３，９６０円」に、「４，８０

０円」を「５，２８０円」に、「１４，４００円」を「１５，８４０円」に、「５００円」

を「５５０円」に、「６６０円」を「７２０円」に、「２，０００円」を「２，２００円」

に、「７００円」を「７７０円」に、「９３０円」を「１，０２０円」に、「２，８００円」

を「３，０８０円」に改める。 

別表第５その１アの表中「９００円」を「９９０円」に、「３，０００円」を「３，３

００円」に、「６００円」を「６６０円」に、「２，０００円」を「２，２００円」に、

「２００円」を「２２０円」に、「１，０００円」を「１，１００円」に、「１００円」

を「１１０円」に、「５００円」を「５５０円」に改め、別表第５その１イの表中「３０

０円」を「３３０円」に改め、別表第５その１ウの表中「２，０００円」を「２，２０

０円」に、「５００円」を「５５０円」に改め、別表第５その２アの表中「２，３２０円」

を「２，５５０円」に、「１，２３０円」を「１，３５０円」に、「４６０円」を「５０
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０円」に改め、同表備考中「の額」の次に「（１０円未満の端数があるときは、これを切

り捨てた額）」を加え、別表第５その２イの表中「１，０８０円」を「１，１８０円」に、

「５４０円」を「５９０円」に、「３６０円」を「３９０円」に改め、同表備考中「の額」

の次に「（１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）」を加え、別表第５そ

の２ウの表中「１００円」を「１１０円」に改め、別表第５その２エの表中「２，００

０円」を「２，２００円」に、「５００円」を「５５０円」に改める。 

 （船橋市公民館条例の一部改正） 

第５条 船橋市公民館条例（昭和４９年船橋市条例第２９号）の一部を次のように改正す

る。 

  別表第１中「４，４５０円」を「４，５３０円」に、「５９０円」を「６００円」に、

「１，１８０円」を「１，２００円」に、「１，７８０円」を「１，８１０円」に、「８

９０円」を「９００円」に、「３，８６０円」を「３，９３０円」に、「５，０４０円」

を「５，１４０円」に、「２，３７０円」を「２，４１０円」に、「３，２６０円」を「３，

３２０円」に、「３，５６０円」を「３，６２０円」に、「１，４８０円」を「１，５１

０円」に、「４，７５０円」を「４，８３０円」に、「５，３４０円」を「５，４４０円」

に、「４，１５０円」を「４，２３０円」に、「２，９６０円」を「３，０２０円」に、

「２，０７０円」を「２，１１０円」に改める。 

  別表第２中「１，０８０円」を「１，１００円」に、「８６０円」を「８８０円」に、

「１，６２０円」を「１，６５０円」に、「５，４００円」を「５，５００円」に、「５

４０円」を「５５０円」に、「６，４８０円」を「６，６００円」に改める。 

（船橋市文化芸術ホール条例の一部改正） 

第６条 船橋市文化芸術ホール条例（昭和５３年船橋市条例第２４号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第７条第１項中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額」及び「を加えた額」を

削る。 

  別表第１中備考以外の部分を次のように改める。 

 別表第１ 

船橋市民文化ホール 

 

 

単位使用 

時間 

午前の部 

午前９時か

午後の部 

午後１時か

夜の部 

午後６時か

全日 

午前９時か
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 ら午前１２時

まで 

ら午後５時ま

で 

ら午後１０時

まで 

ら午後１０時

まで 区 分  

ホ ー

ル 

平日 １１，０００円 ２２，０００円 ３６，６３０円 ６３，２５０円 

土曜日 

日曜日 

休日 

１３，７５０円 ２７，５００円 ４５，８７０円 ７９，０９０円 

楽 屋  第１楽屋 ３３０円 ４４０円 ６６０円 １，１００円 

第２楽屋 ４４０円 ５５０円 ８８０円 １，５４０円 

第３楽屋 ４４０円 ５５０円 ８８０円 １，５４０円 

第４楽屋 ３３０円 ４４０円 ６６０円 １，１００円 

第５楽屋 ５５０円 ８８０円 １，４３０円 ２，３１０円 

第６楽屋 ５５０円 ８８０円 １，４３０円 ２，３１０円 

楽屋事務

室 

１１０円 ２２０円 ４４０円 ７７０円 

リハーサル室 ２，０９０円 ２，７５０円 ３，６３０円 ６，４９０円 

  別表第２中「７，２００円」を「７，９２０円」に、「１２，０００円」を「１３，２

００円」に、「１６，０００円」を「１７，６００円」に、「３２，０００円」を「３５，

２００円」に、「９，０００円」を「９，９００円」に、「１５，０００円」を「１６，

５００円」に、「２０，０００円」を「２２，０００円」に、「４０，０００円」を「４

４，０００円」に、「３００円」を「３３０円」に、「４００円」を「４４０円」に、「６

００円」を「６６０円」に、「１，０００円」を「１，１００円」に改める。 

  別表第３中「３，０００円」を「３，３００円」に、「５，０００円」を「５，５００

円」に、「１，０００円」を「１，１００円」に、「６，０００円」を「６，６００円」

に、「１５０円」を「１６０円」に、「２，０００円」を「２，２００円」に改める。 

 （船橋市葬具の貸付に関する条例の一部改正） 

第７条 船橋市葬具の貸付に関する条例（昭和５５年船橋市条例第１５号）の一部を次の

ように改正する。 

  別表中「５，４００円」を「５，５００円」に、「４３円」を「４４円」に、「２１円」

を「２２円」に、「４３２円」を「４４０円」に、「４８６円」を「４９５円」に、「９７

円」を「９９円」に、「１０，８００円」を「１１，０００円」に、「１０８円」を「１

１０円」に、「５４円」を「５５円」に、「５４０円」を「５５０円」に改める。 

（船橋市青少年会館条例の一部改正） 

第８条 船橋市青少年会館条例（昭和５５年船橋市条例第４０号）の一部を次のように改
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正する。 

  第９条中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額（１０円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額）を加えた額」を削る。 

  別表を次のように改める。 

 別表 

単位 

 

 

区分 

午前の部 

午前９時から

午前１２時まで 

午後の部 

午後零時３０

分から午後４時

３０分まで 

夜の部 

午後５時から

午後９時まで 

全日 

午前９時から

午後９時まで 

学習室 ７７０円 １，１００円 １，５４０円 ２，６４０円 

調理実習室 １，５４０円 ２，６４０円 ３，７４０円 ６，３８０円 

集会室 ２，０９０円 ３，１９０円 ４，１８０円 ７，３７０円 

美術工芸室 １，１００円 １，５４０円 ２，０９０円 ３，７４０円 

音楽室 ２，０９０円 ３，１９０円 ４，１８０円 ７，３７０円 

会議室 ５５０円 ７７０円 １，１００円 １，８７０円 

第一和室 ５５０円 ７７０円 １，１００円 １，８７０円 

第二和室 ５５０円 ７７０円 １，１００円 １，８７０円 

体育館 ３，９６０円 ５，２８０円 ７，９２０円 １３，２００円 

（船橋市少年自然の家条例の一部改正） 

第９条 船橋市少年自然の家条例（昭和５６年船橋市条例第２３号）の一部を次のように

改正する。 

  第８条第１項中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額（１０円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた額）を加えた額」を削る。 

  別表１の項から３の項までの規定中「３００円」を「３３０円」に、「１５０円」を「１

６０円」に改め、同表４の項中「１，０００円」を「１，１００円」に、「５００円」を

「５５０円」に改め、同表５の項中「１，５００円」を「１，６５０円」に、「７５０円」

を「８２０円」に改める。 

（船橋市立学校運動場夜間照明灯の使用に関する条例の一部改正） 

第１０条 船橋市立学校運動場夜間照明灯の使用に関する条例（昭和５７年船橋市条例第

３１号）の一部を次のように改正する。 

  第５条の表中「１，９４０円」を「１，９８０円」に、「３，８８０円」を「３，９６

０円」に、「５，８３０円」を「５，９４０円」に、「２，５９０円」を「２，６４０円」

に、「５，１８０円」を「５，２８０円」に、「７，７７０円」を「７，９２０円」に改
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める。 

 （船橋市道路占用料条例の一部改正） 

第１１条 船橋市道路占用料条例（昭和６０年船橋市条例第２６号）の一部を次のように

改正する。 

  第２条第２項中「１００分の８」を「１００分の１０」に改める。 

（船橋市自転車等の放置防止に関する条例の一部改正） 

第１２条 船橋市自転車等の放置防止に関する条例（昭和６１年船橋市条例第４１号）の

一部を次のように改正する。 

  第１８条第２項中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額を加えた額」を削る。 

  別表中「２，５００円」を「２，７５０円」に、「３，０００円」を「３，３００円」

に改める。 

 （船橋市プラネタリウム館条例の一部改正） 

第１３条 船橋市プラネタリウム館条例（昭和６２年船橋市条例第１０号）の一部を次の

ように改正する。 

  第３条中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額（１０円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額）を加えた額」を削る。 

  別表中「４００円」を「４４０円」に、「３００円」を「３３０円」に、「２００円」

を「２２０円」に、「１５０円」を「１６０円」に改める。 

 （船橋市視聴覚センター条例の一部改正） 

第１４条 船橋市視聴覚センター条例（昭和６２年船橋市条例第１１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第７条中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額」及び「を加えた額」を削る。 

  別表第１中「３，６００円」を「３，９６０円」に、「４，８００円」を「５，２８０

円」に、「８，４００円」を「９，２４０円」に、「１，９００円」を「２，０９０円」

に、「２，９００円」を「３，１９０円」に、「５００円」を「５５０円」に、「７００円」

を「７７０円」に、「１，２００円」を「１，３２０円」に改める。 

  別表第２中「６００円」を「６６０円」に、「３００円」を「３３０円」に、「５００

円」を「５５０円」に、「１，７００円」を「１，８７０円」に、「８００円」を「８８

０円」に、「２，４００円」を「２，６４０円」に、「４００円」を「４４０円」に改め

る。 
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（船橋市武道センター条例の一部改正） 

第１５条 船橋市武道センター条例（昭和６２年船橋市条例第１２号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第１４条中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額（１０円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額）を加えた額」を削る。 

  別表その１中備考以外の部分を次のように改める。 

その１ 専用利用 

単位 

 

 

区分 

２時間単位 午前９時

から午後

１時まで 

午後１時

から午後

５時まで 

午後５時

から午後

９時まで 

午前９時

から午後

９時まで 

午前９時

から午後

５時まで 

午後５時

から午後

９時まで 

相撲

場 

入

場

料

の

類

を

徴

収

し

な

い

場

合 

一般 １，１００

円 

１，６５０

円 

２，２００

円 

２，２００

円 

３，３００

円 

７，７００

円 

学生 ６６０円 ９９０円 １，３２０

円 

１，３２０

円 

１，９８０

円 

４，６２０

円 

中学

生以

下 

３３０円 ４９０円 ６６０円 ６６０円 ９９０円 ２，３１０

円 

入場料

の類を

徴収す

る場合 

４，４００

円 

６，６００

円 

８，８００

円 

８，８００

円 

１３，２０

０円 

３０，８０

０円 

第一

・第

二武

道場

（各

１面

につ

き） 

入

場

料

の

類

を

徴

収

し

一般 １，７６０

円 

２，６４０

円 

３，５２０

円 

３，５２０

円 

５，２８０

円 

１２，３２

０円 

学生 １，１００

円 

１，６５０

円 

２，２００

円 

２，２００

円 

３，３００

円 

７，７００

円 

中学

生以

下 

５５０円 ８２０円 １，１００

円 

１，１００

円 

１，６５０

円 

３，８５０

円 
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な

い

場

合 

入場料

の類を

徴収す

る場合 

４，４００

円 

６，６００

円 

８，８００

円 

８，８００

円 

１３，２０

０円 

３０，８０

０円 

会議

室 

第一会

議室  

５５０円 ８２０円 １，１００

円 

１，１００

円 

１，６５０

円 

３，８５０

円 

第二会

議室  

３３０円 ４９０円 ６６０円 ６６０円 ９９０円 ２，３１０

円 

第三会

議室  

３３０円 ４９０円 ６６０円 ６６０円 ９９０円 ２，３１０

円 

別表その１備考に次のように加える。 

３ 前２項の規定により算定した額に１０円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。 

  別表その２中「２００円」を「２２０円」に、「１５０円」を「１６０円」に、「１０

０円」を「１１０円」に改め、同表備考中「相当する額」の次に「（１０円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てた額）」を加え、別表その３中「１，０００円」を「１，１

００円」に、「５００円」を「５５０円」に改め、別表その４物品の販売の項中「５，０

００円」を「５，５００円」に改め、同表広告の掲出の項中「３，０００円」を「３，

３００円」に改め、同表業としての撮影又は録音の項中「１，５００円」を「１，６５

０円」に改め、同表ラジオの放送又はテレビの放映の項中「１５，０００円」を「１６，

５００円」に改める。 

 （船橋市勤労市民センター条例の一部改正） 

第１６条 船橋市勤労市民センター条例（平成元年船橋市条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第１４条中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額（１０円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額）を加えた額」を削る。 

  別表第１その１を次のように改める。 

その１ 会議室等 
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単位利用 

時間 

 

区分 

午前の部 

午前９時から

午前１２時まで 

午後の部 

午後零時３０

分から午後４時

３０分まで 

夜間の部 

午後５時から

午後９時まで 

全日 

午前９時から

午後９時まで 

第一会議室 ２，９７０円 ４，４００円 ５，５００円 １０，３４０円 

第二会議室 １，４３０円 ２，０９０円 ２，６４０円 ４，９５０円 

第三会議室 ２，６４０円 ３，８５０円 ４，８４０円 ９，０２０円 

第四会議室 ２，７５０円 ４，０７０円 ５，０６０円 ９，４６０円 

小会議室 ７７０円 １，１００円 １，４３０円 ２，６４０円 

第一和室 １，６５０円 ２，４２０円 ３，０８０円 ５，７２０円 

第二和室 １，４３０円 ２，０９０円 ２，６４０円 ４，９５０円 

茶室 ９９０円 １，４３０円 １，７６０円 ３，３００円 

特別室 ５５０円 ７７０円 ９９０円 １，８７０円 

第一講習室 ２，７５０円 ４，０７０円 ５，０６０円 ９，４６０円 

第二講習室 ２，５３０円 ３，７４０円 ４，７３０円 ８，８００円 

特別会議室 ４，０７０円 ５，９４０円 ７，４８０円 １３，９７０円 

第一音楽室 ２，７５０円 ４，０７０円 ５，０６０円 ９，４６０円 

第二音楽室 １，３２０円 １，９８０円 ２，５３０円 ４，６２０円 

レクリエーシ

ョンルーム 

７，０４０円 １０，３４０円 １２，９８０円 ２４，３１０円 

展示室 ２，３１０円 ３，４１０円 ４，２９０円 ８，０３０円 

  別表第１その２中「１０，６００円」を「１１，６６０円」に、「１５，５００円」を

「１７，０５０円」に、「１９，４００円」を「２１，３４０円」に、「３６，４００円」

を「４０，０４０円」に、「７００円」を「７７０円」に、「１，０００円」を「１，１

００円」に、「１，３００円」を「１，４３０円」に、「２，４００円」を「２，６４０

円」に改め、別表第１その３中「３００円」を「３３０円」に、「１００円」を「１１０

円」に改め、別表第１備考に次のように加える。 

４ 前３項の規定により算定した額に１０円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。 

  別表第２中「１，０００円」を「１，１００円」に、「３，０００円」を「３，３００

円」に、「２，０００円」を「２，２００円」に、「１５０円」を「１６０円」に、「３０

０円」を「３３０円」に、「１００円」を「１１０円」に改める。 

 （船橋市本町駐車場条例の一部改正） 

第１７条 船橋市本町駐車場条例（平成４年船橋市条例第３３号）の一部を次のように改

正する。 
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  第１１条第１項中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額（１０円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てた額）を加えた額」を削る。 

  別表普通利用の項中「４００円」を「４４０円」に、「２００円」を「２２０円」に改

め、同表泊利用の項中「２，４００円」を「２，６４０円」に改め、同表定期利用の項

中「４５，０００円」を「４９，５００円」に、「２６，０００円」を「２８，６００円」

に、「２４，０００円」を「２６，４００円」に改める。 

（船橋市民ギャラリー条例の一部改正） 

第１８条 船橋市民ギャラリー条例（平成４年船橋市条例第３４号）の一部を次のように

改正する。 

  第１４条中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額（１０円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額）を加えた額」を削る。 

  別表第１中「１，５００円」を「１，６５０円」に、「２，６００円」を「２，８６０

円」に、「２，３００円」を「２，５３０円」に、「５，７００円」を「６，２７０円」

に、「１，２００円」を「１，３２０円」に、「２，０００円」を「２，２００円」に、

「１，８００円」を「１，９８０円」に、「４，５００円」を「４，９５０円」に、「１，

０００円」を「１，１００円」に、「１，７００円」を「１，８７０円」に、「３，７０

０円」を「４，０７０円」に、「３００円」を「３３０円」に、「６００円」を「６６０

円」に、「５００円」を「５５０円」に、「８００円」を「８８０円」に、「７００円」を

「７７０円」に改め、同表備考に次のように加える。 

４ 前３項の規定により算定した額に１０円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。 

  別表第２中「１００円」を「１１０円」に、「５００円」を「５５０円」に改める。 

（船橋市茶華道センター条例の一部改正） 

第１９条 船橋市茶華道センター条例（平成４年船橋市条例第３５号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第１４条中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額（１０円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額）を加えた額」を削る。 

  別表第１中備考以外の部分を次のように改める。 

別表第１ 

施設 
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単位利用 

時間 

区分 

午前の部 

午前９時から

午前１２時まで 

午後の部 

午後１時から

午後５時まで 

夜間の部 

午後６時から

午後９時まで 

全日 

午前９時から

午後９時まで 

第一茶室 １，６５０円 ２，７５０円 ２，５３０円 ６，１６０円 

第二茶室 １，１００円 １，７６０円 １，６５０円 ３，９６０円 

第三茶室 １，３２０円 ２，２００円 １，９８０円 ４，９５０円 

第一和室 ２，３１０円 ３，８５０円 ３，４１０円 ８，５８０円 

第二和室 ７７０円 １，３２０円 １，２１０円 ２，９７０円 

第三和室 ８８０円 １，５４０円 １，４３０円 ３，４１０円 

別表第１備考に次のように加える。 

４ 前３項の規定により算定した額に１０円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。 

  別表第２中「２，０００円」を「２，２００円」に、「５００円」を「５５０円」に、

「２００円」を「２２０円」に改める。 

（船橋市霊堂条例の一部改正） 

第２０条 船橋市霊堂条例（平成５年船橋市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

  第１１条第１項第１号中「４，３２０円」を「４，４００円」に改め、同項第２号中

「６，４８０円」を「６，６００円」に改める。 

（船橋市総合体育館条例の一部改正） 

第２１条 船橋市総合体育館条例（平成５年船橋市条例第１８号）の一部を次のように改

正する。 

  第１４条中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額（１０円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額）を加えた額」を削る。 

  別表第１その１中備考以外の部分を次のように改める。 

その１ 専用利用 

単位 

 

 

 

区分 

２時間単位 午前９

時から

午後１

時まで 

午後１

時から

午後５

時まで 

午後５

時から

午後９

時まで 

午前９

時から

午後９

時まで 

午 前 ９

時 か ら

午 後 ５

時 ま で 

午 後 ５

時 か ら

午 後 ９

時 ま で 

メイ

ンア

リー

ナ 

ア

マ

チ

ュ

入場料の

類を徴収

しない場

合 

一 般 ６，６０

０円 

９，９０

０円 

１３，２

００円 

１３，２

００円 

１９，８

００円 

４６，２

００円 

学 生 ３，９６

０円 

５，９４

０円 

７，９２

０円 

７，９２

０円 

１１，８

８０円 

２７，７

２０円 
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ア

が

利

用

す

る

場

合 

中 学

生 以

下 

１，９８

０円 

２，９７

０円 

３，９６

０円 

３，９６

０円 

５，９４

０円 

１３，８

６０円 

入場料の類を徴

収する場合 

２６，４

００円 

３９，６

００円 

５２，８

００円 

５２，８

００円 

７９，２

００円 

１８４，

８００

円 

そ

の

他

の

場

合 

入場料の

類を徴収

しない場

合 

営 利

を 目

的 と

し な

い 場

合 

２６，４

００円 

３９，６

００円 

５２，８

００円 

５２，８

００円 

７９，２

００円 

１８４，

８００

円 

営 利

を 目

的 と

す る

場 合 

３９，６

００円 

５９，４

００円 

７９，２

００円 

７９，２

００円 

１１８，

８００

円 

２７７，

２００

円 

入場料の類を徴

収する場合 

１１８，

８００

円 

１７８，

２００

円 

２３７，

６００

円 

２３７，

６００

円 

３５６，

４００

円 

８３１，

６００

円 

サブ

アリ

ーナ 

ア

マ

チ

ュ

ア

が

利

用

す

る

場

合 

入場料の

類を徴収

しない場

合 

一 般 ２，６４

０円 

３，９６

０円 

５，２８

０円 

５，２８

０円 

７，９２

０円 

１８，４

８０円 

学 生 １，７６

０円 

２，６４

０円 

３，５２

０円 

３，５２

０円 

５，２８

０円 

１２，３

２０円 

中 学

生 以

下 

８８０

円 

１，３２

０円 

１，７６

０円 

１，７６

０円 

２，６４

０円 

６，１６

０円 

入場料の類を徴

収する場合 

１０，５

６０円 

１５，８

４０円 

２１，１

２０円 

２１，１

２０円 

３１，６

８０円 

７３，９

２０円 

そ

の

他

の

場

合 

入場料の

類を徴収

しない場

合 

営 利

を 目

的 と

し な

い 場

合 

１０，５

６０円 

１５，８

４０円 

２１，１

２０円 

２１，１

２０円 

３１，６

８０円 

７３，９

２０円 

営 利

を 目

的 と

す る

１５，８

４０円 

２３，７

６０円 

３１，６

８０円 

３１，６

８０円 

４７，５

２０円 

１１０，

８８０

円 
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場 合 

入場料の類を徴

収する場合 

４７，５

２０円 

７１，２

８０円 

９５，０

４０円 

９５，０

４０円 

１４２，

５６０

円 

３３２，

６４０

円 

多目

的室 

ア

マ

チ

ュ

ア

が

利

用

す

る

場

合 

入場料の

類を徴収

しない場

合 

一 般 ２，２０

０円 

３，３０

０円 

４，４０

０円 

４，４０

０円 

６，６０

０円 

１５，４

００円 

学 生 １，３２

０円 

１，９８

０円 

２，６４

０円 

２，６４

０円 

３，９６

０円 

９，２４

０円 

中 学

生 以

下 

６６０

円 

９９０

円 

１，３２

０円 

１，３２

０円 

１，９８

０円 

４，６２

０円 

入場料の類を徴

収する場合 

８，８０

０円 

１３，２

００円 

１７，６

００円 

１７，６

００円 

２６，４

００円 

６１，６

００円 

そ

の

他

の

場

合 

入場料の

類を徴収

しない場

合 

営 利

を 目

的 と

し な

い 場

合 

８，８０

０円 

１３，２

００円 

１７，６

００円 

１７，６

００円 

２６，４

００円 

６１，６

００円 

営 利

を 目

的 と

す る

場 合 

１３，２

００円 

１９，８

００円 

２６，４

００円 

２６，４

００円 

３９，６

００円 

９２，４

００円 

入場料の類を徴

収する場合 

３９，６

００円 

５９，４

００円 

７９，２

００円 

７９，２

００円 

１１８，

８００

円 

２７７，

２００

円 

弓道場 一般 １，７６

０円 

２，６４

０円 

３，５２

０円 

３，５２

０円 

５，２８

０円 

１２，３

２０円 

学生 １，１０

０円 

１，６５

０円 

２，２０

０円 

２，２０

０円 

３，３０

０円 

７，７０

０円 

小・中学生 ５５０

円 

８２０

円 

１，１０

０円 

１，１０

０円 

１，６５

０円 

３，８５

０円 

リズム

エクサ

サイズ

室 

一般 １，７６

０円 

２，６４

０円 

３，５２

０円 

３，５２

０円 

５，２８

０円 

１２，３

２０円 

学生 １，１０

０円 

１，６５

０円 

２，２０

０円 

２，２０

０円 

３，３０

０円 

７，７０

０円 

中学生以下 ５５０

円 

８２０

円 

１，１０

０円 

１，１０

０円 

１，６５

０円 

３，８５

０円 

大会議室 １，６５

０円 

２，４７

０円 

３，３０

０円 

３，３０

０円 

４，９５

０円 

１１，５

５０円 
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小会議室 ５５０

円 

８２０

円 

１，１０

０円 

１，１０

０円 

１，６５

０円 

３，８５

０円 

和室 ４４０

円 

６６０

円 

８８０

円 

８８０

円 

１，３２

０円 

３，０８

０円 

控室 

 

５５０

円 

８２０

円 

１，１０

０円 

１，１０

０円 

１，６５

０円 

３，８５

０円 

別表第１その１備考に次のように加える。 

４ 前３項の規定により算定した額に１０円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。 

  別表第１その２中「３００円」を「３３０円」に、「２００円」を「２２０円」に、「１

００円」を「１１０円」に、「５，０００円」を「５，５００円」に、「５００円」を「５

５０円」に、「３，０００円」を「３，３００円」に、「２，０００円」を「２，２００

円」に、「１，０００円」を「１，１００円」に、「６００円」を「６６０円」に、「４，

０００円」を「４，４００円」に、「４００円」を「４４０円」に改め、同表備考中「相

当する額」の次に「（１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）」を加える。 

  別表第２その１中「６０，０００円」を「６６，０００円」に、「２０，０００円」を

「２２，０００円」に、「１０，０００円」を「１１，０００円」に、「１，０００円」

を「１，１００円」に、「３，６００円」を「３，９６０円」に、「７００円」を「７７

０円」に、「２，０００円」を「２，２００円」に改め、別表第２その２中「３０，００

０円」を「３３，０００円」に、「１，０００円」を「１，１００円」に、「１０，００

０円」を「１１，０００円」に、「１００，０００円」を「１１０，０００円」に、「２，

０００円」を「２，２００円」に、「５００円」を「５５０円」に改める。 

  別表第３中「３００円」を「３３０円」に、「１，０００円」を「１，１００円」に改

める。 

  別表第４物品の販売の項中「５，０００円」を「５，５００円」に改め、同表広告の

掲出の項中「３，０００円」を「３，３００円」に改め、同表業としての撮影又は録音

の項中「１，５００円」を「１，６５０円」に改め、同表ラジオの放送又はテレビの放

映の項中「１５，０００円」を「１６，５００円」に改める。 

 （船橋市男女共同参画センター条例の一部改正） 

第２２条 船橋市男女共同参画センター条例（平成６年船橋市条例第２号）の一部を次の

ように改正する。 

  別表中「１，９２０円」を「１，９８０円」に、「２，５６０円」を「２，６４０円」
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に、「１，１４０円」を「１，１７０円」に、「１，５２０円」を「１，５６０円」に改

める。 

 （船橋市行政財産使用料条例の一部改正） 

第２３条 船橋市行政財産使用料条例（平成８年船橋市条例第４号）の一部を次のように

改正する。 

  第２条第１項第２号及び第３号並びに第２項中「１００分の８」を「１００分の１０」

に改める。 

（船橋市市民センター条例の一部改正） 

第２４条 船橋市市民センター条例（平成１０年船橋市条例第１号）の一部を次のように

改正する。 

  第６条中「に、その額に１００分の８を乗じて得た額」及び「を加えた額」を削る。 

  別表第１その１を次のように改める。 

その１ ホール等 

単位使用 

時間 

 

 

区分 

午前の部 

午前９時か

ら午前１２時

まで 

午後の部 

午後零時３

０分から午後

４時３０分ま

で 

夜間の部 

午後５時か

ら午後９時ま

で 

全日 

午前９時か

ら午後９時ま

で 

多目的ホール ５，９４０円 ７，９２０円 １１，８８０

円 

１９，８００

円 

会議室 ８８０円 １，２１０円 １，８７０円 ３，０８０円 

会議室（視聴覚室１） ９９０円 １，３２０円 １，９８０円 ３，３００円 

会議室（視聴覚室２） ７７０円 １，１００円 １，５４０円 ２，６４０円 

会議室（音楽室） １，１００円 １，３２０円 ２，２００円 ３，７４０円 

第一和室 ６６０円 ８８０円 １，３２０円 ２，２００円 

第二和室 ６６０円 ８８０円 １，３２０円 ２，２００円 

調理室 １，５４０円 ２，６４０円 ３，７４０円 ６，３８０円 

  別表第１その２中「２００円」を「２２０円」に、「３，０００円」を「３，３００円」

に改める。 

  別表第２中「１，０００円」を「１，１００円」に、「８００円」を「８８０円」に、

「２，０００円」を「２，２００円」に、「１５０円」を「１６０円」に改める。 

（船橋市準用河川占用料条例の一部改正） 

第２５条 船橋市準用河川占用料条例（平成１２年船橋市条例第２７号）の一部を次のよ

－20－



うに改正する。 

  第３条第２項中「１００分の８」を「１００分の１０」に改める。 

 （船橋市地方卸売市場業務条例の一部改正） 

第２６条 船橋市地方卸売市場業務条例（平成１２年船橋市条例第３６号）の一部を次の

ように改正する。 

  別表第４中「１５０円」を「１６０円」に、「１，７８０円」を「１，８１０円」に、

「１，４４０円」を「１，４７０円」に、「５７０円」を「５８０円」に、「３，６６９，

９００円」を「３，７３７，８６０円」に、「４，１９４，１７０円」を「４，２７１，

８４０円」に、「１，４５０円」を「１，４８０円」に、「１，２００円」を「１，２２

０円」に、「２，０００円」を「２，０３０円」に、「６２０円」を「６４０円」に改め

る。 

 （船橋市博物館条例の一部改正） 

第２７条 船橋市博物館条例（平成１２年船橋市条例第４８号）の一部を次のように改正

する。 

  別表中「１００円」を「１１０円」に改める。 

（船橋市保健所条例の一部改正） 

第２８条 船橋市保健所条例（平成１４年船橋市条例第５０号）の一部を次のように改正

する。 

  第３条第２項中「１００分の８を」を「１００分の１０を」に改め、同条第４項中「１，

３４０円に、その額に１００分の８を乗じて得た額（１０円未満の端数については、こ

れを切り捨てた額）を加えた額」を「１，４７０円」に改める。 

（船橋市動物の愛護及び管理に関する条例の一部改正） 

第２９条 船橋市動物の愛護及び管理に関する条例（平成１４年船橋市条例第５４号）の

一部を次のように改正する。 

  第１４条第１項第１号ア中「３，７２０円」を「３，７８０円」に改め、同号イ中「５

８０円」を「５９０円」に改め、同項第２号ア中「２，０００円」を「２，０３０円」

に改める。 

 （船橋市船橋駅南口地下駐車場条例の一部改正） 

第３０条 船橋市船橋駅南口地下駐車場条例（平成１５年船橋市条例第１９号）の一部を

次のように改正する。 
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  別表第１中「１６０円」を「１７０円」に、「１，９４０円」を「１，９８０円」に、

「３４，５６０円」を「３５，２００円」に、「１９，４４０円」を「１９，８００円」

に、「１，６００円」を「１，７００円」に、「３，２００円」を「３，４００円」に、

「６，４００円」を「６，８００円」に改める。 

  別表第２中「７５０円」を「７７０円」に、「１，１８０円」を「１，２１０円」に、

「３７０円」を「３８０円」に、「５９０円」を「６００円」に改める。 

 （船橋市立リハビリテーション病院条例の一部改正） 

第３１条 船橋市立リハビリテーション病院条例（平成１７年船橋市条例第４８号）の一

部を次のように改正する。 

  別表第１の１の項中「１０，２８５円」を「１０，４７６円」に改め、同表４の項中

「８１０円」を「８２５円」に改め、同表５の項中「１０，８００円」を「１１，００

０円」に改め、同表６の項中「５，４００円」を「５，５００円」に改め、同表備考中

「１００分の８」を「１００分の１０」に改める。 

  別表第２中「２７，０００円」を「２７，５００円」に、「４０，５００円」を「４１，

２５０円」に改める。 

  別表第３中「１，６２０円」を「１，６５０円」に、「５，４００円」を「５，５００

円」に、「３，２４０円」を「３，３００円」に、「２，１６０円」を「２，２００円」

に、「１，０８０円」を「１，１００円」に改める。 

（船橋市廃棄物の減量、資源化及び適正処理に関する条例の一部改正） 

第３２条 船橋市廃棄物の減量、資源化及び適正処理に関する条例（平成２０年船橋市条

例第１４号）の一部を次のように改正する。 

  第３９条中「に、その額に１００分の８」を「（第２号から第５号までの手数料につい

ては、その額に１００分の１０」に、「）を加えた額」を「）を加えた額）」に改め、同

条第１号ア中「２，０００円」を「２，２００円」に改め、同号イ中「１，０００円」

を「１，１００円」に改める。 

（船橋市夜間休日急病診療所条例の一部改正） 

第３３条 船橋市夜間休日急病診療所条例（平成２３年船橋市条例第２５号）の一部を次

のように改正する。 

  別表第２備考中「１００分の８」を「１００分の１０」に改める。 

  別表第３中「１，６２０円」を「１，６５０円」に、「５，４００円」を「５，５００
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円」に、「３，２４０円」を「３，３００円」に、「２，１６０円」を「２，２００円」

に、「１，０８０円」を「１，１００円」に、「３２４円」を「３３０円」に改める。 

（船橋市リハビリセンター条例の一部改正） 

第３４条 船橋市リハビリセンター条例（平成２５年船橋市条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  別表第１の３の項中「１０，８００円」を「１１，０００円」に改め、同表４の項中

「５，４００円」を「５，５００円」に改め、同表備考中「１００分の８」を「１００

分の１０」に改める。 

  別表第２中「５１４円」を「５２３円」に改める。 

  別表第３中「１，６２０円」を「１，６５０円」に、「５，４００円」を「５，５００

円」に、「３，２４０円」を「３，３００円」に、「２，１６０円」を「２，２００円」

に、「１，０８０円」を「１，１００円」に、「３２４円」を「３３０円」に改める。 

（船橋市歯科診療所条例の一部改正） 

第３５条 船橋市歯科診療所条例（平成２６年船橋市条例第４９号）の一部を次のように

改正する。 

  別表第２の３の項中「３２，４００円」を「３３，０００円」に改め、同表４の項中

「４６２，８５７円」を「４７１，４２９円」に改め、同表備考３中「１００分の８」

を「１００分の１０」に改める。 

  別表第３中「１，６２０円」を「１，６５０円」に、「５，４００円」を「５，５００

円」に、「３，２４０円」を「３，３００円」に、「２，１６０円」を「２，２００円」

に、「１，０８０円」を「１，１００円」に、「３２４円」を「３３０円」に改める。 

（船橋市自転車等駐車場条例の一部改正） 

第３６条 船橋市自転車等駐車場条例（平成２７年船橋市条例第５２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第８条第１項第１号及び第２項第１号中「１００分の８」を「１００分の１０」に改

める。 

（船橋市運動広場条例の一部改正） 

第３７条 船橋市運動広場条例（平成２８年船橋市条例第３０号）の一部を次のように改

正する。 

  別表第１中「２，２７０円」を「２，３１０円」に、「１，２１０円」を「１，２３０
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円」に、「４５０円」を「４６０円」に、「３，１９０円」を「３，２５０円」に、「１，

５９０円」を「１，６２０円」に、「１，１１０円」を「１，１３０円」に改める。 

  別表第２中「１，８１０円」を「１，８５０円」に改める。 

（船橋市北部清掃工場余熱利用施設条例の一部改正） 

第３８条 船橋市北部清掃工場余熱利用施設条例（平成２８年船橋市条例第５３号）の一

部を次のように改正する。 

  別表第２中「６００円」を「６１０円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年１０月１日から施行する。 

 （船橋市下水道条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の船橋市下水道条例の規定は、平成３１年１０月１日（以

下「施行日」という。）以後の使用に係る汚水排除量に係る使用料について適用し、施行

日前から継続して公共下水道を使用している者に係る汚水排除量に係る使用料であって、

施行日から同年１１月３０日までの間にその額が確定するものについては、なお従前の

例による。 

 （船橋市霊園条例の一部改正に伴う経過措置） 

３ 第３条の規定による改正後の船橋市霊園条例の規定にかかわらず、施行日前に許可を

した霊園の使用に係る平成３１年度以前の管理料については、なお従前の例による。 

 （船橋市都市公園条例の一部改正に伴う経過措置） 

４ 第４条の規定による改正後の船橋市都市公園条例第２３条第１項、第２４条第１項、

別表第４及び別表第５の規定は、施行日以後に納付される使用料及び利用料について適

用し、施行日前に納付された使用料及び利用料については、なお従前の例による。 

５ 第４条の規定による改正後の船橋市都市公園条例第２３条第３項及び別表第４の規定

にかかわらず、施行日前に許可をした都市公園の占用に係る平成３１年度以前の占用料

については、なお従前の例による。 

 （船橋市公民館条例の一部改正に伴う経過措置） 

６ 第５条の規定による改正後の船橋市公民館条例の規定は、施行日以後に納付される使

用料について適用し、施行日前に納付された使用料については、なお従前の例による。 

 （船橋市文化芸術ホール条例の一部改正に伴う経過措置） 
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７ 第６条の規定による改正後の船橋市文化芸術ホール条例の規定は、施行日以後の使用

に係る使用料であって施行日以後に納付するものについて適用し、施行日前の使用に係

る使用料又は施行日前に納付された使用料については、なお従前の例による。 

 （船橋市葬具の貸付に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

８ 第７条の規定による改正後の船橋市葬具の貸付に関する条例の規定は、施行日以後に

納付される使用料について適用し、施行日前に納付された使用料については、なお従前

の例による。 

 （船橋市青少年会館条例の一部改正に伴う経過措置） 

９ 第８条の規定による改正後の船橋市青少年会館条例の規定は、施行日以後に納付され

る使用料について適用し、施行日前に納付された使用料については、なお従前の例によ

る。 

 （船橋市少年自然の家条例の一部改正に伴う経過措置） 

１０ 第９条の規定による改正後の船橋市少年自然の家条例の規定は、施行日以後に納付

される使用料について適用し、施行日前に納付された使用料については、なお従前の例

による。 

 （船橋市立学校運動場夜間照明灯の使用に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

１１ 第１０条の規定による改正後の船橋市立学校運動場夜間照明灯の使用に関する条例

の規定は、施行日以後に納付される使用料について適用し、施行日前に納付された使用

料については、なお従前の例による。 

 （船橋市道路占用料条例の一部改正に伴う経過措置） 

１２ 第１１条の規定による改正後の船橋市道路占用料条例の規定にかかわらず、施行日

前に許可をした道路の占用に係る平成３１年度以前の占用料については、なお従前の例

による。 

 （船橋市視聴覚センター条例の一部改正に伴う経過措置） 

１３ 第１４条の規定による改正後の船橋市視聴覚センター条例の規定は、施行日以後に

納付される使用料について適用し、施行日前に納付された使用料については、なお従前

の例による。 

 （船橋市武道センター条例の一部改正に伴う経過措置） 

１４ 第１５条の規定による改正後の船橋市武道センター条例の規定は、施行日以後の利

用に係る利用料であって施行日以後に納付するものについて適用し、施行日前の利用に
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係る利用料又は施行日前に納付された利用料については、なお従前の例による。 

 （船橋市勤労市民センター条例の一部改正に伴う経過措置） 

１５ 第１６条の規定による改正後の船橋市勤労市民センター条例の規定は、施行日以後

の利用に係る利用料であって施行日以後に納付するものについて適用し、施行日前の利

用に係る利用料又は施行日前に納付された利用料については、なお従前の例による。 

 （船橋市本町駐車場条例の一部改正に伴う経過措置） 

１６ 第１７条の規定による改正後の船橋市本町駐車場条例の規定は、施行日以後に納付

される利用料について適用し、施行日前に納付された利用料については、なお従前の例

による。 

１７ 前項の規定にかかわらず、施行日の前日から施行日にわたる泊利用に係る利用料に

ついては、なお従前の例による。 

 （船橋市民ギャラリー条例の一部改正に伴う経過措置） 

１８ 第１８条の規定による改正後の船橋市民ギャラリー条例の規定は、施行日以後の利

用に係る利用料であって施行日以後に納付するものについて適用し、施行日前の利用に

係る利用料又は施行日前に納付された利用料については、なお従前の例による。 

 （船橋市茶華道センター条例の一部改正に伴う経過措置） 

１９ 第１９条の規定による改正後の船橋市茶華道センター条例の規定は、施行日以後の

利用に係る利用料であって施行日以後に納付するものについて適用し、施行日前の利用

に係る利用料又は施行日前に納付された利用料については、なお従前の例による。 

 （船橋市霊堂条例の一部改正に伴う経過措置） 

２０ 第２０条の規定による改正後の船橋市霊堂条例の規定にかかわらず、施行日前に許

可をした霊堂の使用に係る平成３１年度以前の使用料については、なお従前の例による。 

 （船橋市総合体育館条例の一部改正に伴う経過措置） 

２１ 第２１条の規定による改正後の船橋市総合体育館条例の規定は、施行日以後の利用

に係る利用料であって施行日以後に納付するものについて適用し、施行日前の利用に係

る利用料又は施行日前に納付された利用料については、なお従前の例による。 

 （船橋市男女共同参画センター条例の一部改正に伴う経過措置） 

２２ 第２２条の規定による改正後の船橋市男女共同参画センター条例の規定は、施行日

以後に納付される使用料について適用し、施行日前に納付された使用料については、な

お従前の例による。 
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 （船橋市行政財産使用料条例の一部改正に伴う経過措置） 

２３ 第２３条の規定による改正後の船橋市行政財産使用料条例の規定にかかわらず、施

行日前に許可をした行政財産の使用に係る平成３１年度以前の使用料については、なお

従前の例による。 

 （船橋市市民センター条例の一部改正に伴う経過措置） 

２４ 第２４条の規定による改正後の船橋市市民センター条例の規定は、施行日以後に納

付される使用料について適用し、施行日前に納付された使用料については、なお従前の

例による。 

 （船橋市準用河川占用料条例の一部改正に伴う経過措置） 

２５ 第２５条の規定による改正後の船橋市準用河川占用料条例の規定にかかわらず、施

行日前に許可をした土地の占用に係る平成３１年度以前の占用料については、なお従前

の例による。 

 （船橋市船橋駅南口地下駐車場条例の一部改正に伴う経過措置） 

２６ 第３０条の規定による改正後の船橋市船橋駅南口地下駐車場条例の規定は、施行日

以後に納付される使用料について適用し、施行日前に納付された使用料については、な

お従前の例による。 

２７ 前項の規定にかかわらず、施行日前に許可をした定期駐車に係る使用料については、

なお従前の例による。 

２８ 第２６項の規定にかかわらず、施行日の前日から施行日にわたる泊駐車に係る使用

料については、なお従前の例による。 

 （船橋市立リハビリテーション病院条例の一部改正に伴う経過措置） 

２９ 第３１条の規定による改正後の船橋市立リハビリテーション病院条例の規定は、施

行日以後の診療又は利用に係る診療費等であって施行日以後に納付するものについて適

用し、施行日前の診療若しくは利用に係る診療費等又は施行日前に納付された診療費等

については、なお従前の例による。 

 （船橋市廃棄物の減量、資源化及び適正処理に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

３０ 第３２条の規定による改正後の船橋市廃棄物の減量、資源化及び適正処理に関する

条例の規定は、施行日以後のし尿の収集に係る手数料及び施行日以後に納付される粗大

ごみに係る手数料について適用し、施行日前のし尿の収集に係る手数料及び施行日前に

納付された粗大ごみに係る手数料については、なお従前の例による。 
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 （船橋市夜間休日急病診療所条例の一部改正に伴う経過措置） 

３１ 第３３条の規定による改正後の船橋市夜間休日急病診療所条例の規定は、施行日以

後の診療に係る診療費等であって施行日以後に納付するものについて適用し、施行日前

の診療に係る診療費等又は施行日前に納付された診療費等については、なお従前の例に

よる。 

 （船橋市リハビリセンター条例の一部改正に伴う経過措置） 

３２ 第３４条の規定による改正後の船橋市リハビリセンター条例の規定は、施行日以後

の診療又は利用に係る診療費等であって施行日以後に納付するものについて適用し、施

行日前の診療若しくは利用に係る診療費等又は施行日前に納付された診療費等について

は、なお従前の例による。 

 （船橋市歯科診療所条例の一部改正に伴う経過措置） 

３３ 第３５条の規定による改正後の船橋市歯科診療所条例の規定は、施行日以後の診療

に係る診療費等であって施行日以後に納付するものについて適用し、施行日前の診療に

係る診療費等又は施行日前に納付された診療費等については、なお従前の例による。 

 （船橋市自転車等駐車場条例の一部改正に伴う経過措置） 

３４ 第３６条の規定による改正後の船橋市自転車等駐車場条例の規定は、施行日以後に

納付される使用料等について適用し、施行日前に納付された使用料等については、なお

従前の例による。 

３５ 前項の規定にかかわらず、施行日前に許可をした月ぎめ利用に係る使用料等につい

ては、なお従前の例による。 

 （船橋市運動広場条例の一部改正に伴う経過措置） 

３６ 第３７条の規定による改正後の船橋市運動広場条例の規定は、施行日以後に納付さ

れる使用料について適用し、施行日前に納付された使用料については、なお従前の例に

よる。 

 （船橋市北部清掃工場余熱利用施設条例の一部改正に伴う経過措置） 

３７ 第３８条の規定による改正後の船橋市北部清掃工場余熱利用施設条例の規定は、施

行日以後の使用に係る使用料であって施行日以後に納付するものについて適用し、施行

日前の使用に係る使用料又は施行日前に納付された使用料については、なお従前の例に

よる。 
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理 由 

 

消費税法等の一部改正に伴い、使用料等に消費税改定相当額等を加算するについて、所

要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第１８号 

 

船橋市行政組織条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

平成３１年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市行政組織条例の一部を改正する条例 

 

船橋市行政組織条例（昭和４６年船橋市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第５号中ウを削り、エをウとし、同条第６号イ中「国民健康保険」の次に「、国

民年金」を加える。 

  附 則 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

事務執行体制の効率化を図るため、分掌事務について、所要の改正を行う必要がある。

これが、この条例案を提出する理由である。 

－31－



議案第１９号 

 

船橋市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

平成３１年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市職員定数条例の一部を改正する条例 

 

船橋市職員定数条例（昭和３５年船橋市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項第１号中「２，９３０人」を「２，９６４人」に改め、同項第３号中「８

００人」を「９００人」に改める。 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

市長の事務部局及び医療センターの業務の充実を図るため、職員定数を改正する必要が

ある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２０号 

 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

平成３１年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

一般職の職員の給与に関する条例（昭和２７年船橋市条例第２１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２６条の２第１項中「宿日直勤務」の次に「（次項の勤務を除く。）」を加え、「４，２

００円」を「４，４００円」に改め、同項ただし書中「６，３００円」を「６，６００

円」に改め、同条第２項中「前項の」を削り、「宿日直勤務を」を「ものを」に、「２１，

０００円」を「２２，０００円」に改める。 

第２８条の５第１項中「２５０，９００円」を「２５１，２００円」に改める。 

別表第２備考中「守衛、」を削る。 

附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第２の改正規定は、平成３１年４

月１日から施行する。 

２ 改正後の一般職の職員の給与に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第２８

条の５の規定は、平成３０年４月１日から適用する。 

 （初任給調整手当の内払） 

３ 改正後の条例の規定を適用する場合には、改正前の一般職の職員の給与に関する条例

の規定に基づいて支給された初任給調整手当は、改正後の条例の規定による初任給調整

手当の内払とみなす。 
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理 由 

 

官民較差の是正並びに国、県及び近隣市等との均衡を図るため、国家公務員に対する人

事院勧告等にならい、初任給調整手当等について、改定等を行う必要がある。これが、こ

の条例案を提出する理由である。 
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議案第２１号 

 

船橋市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

平成３１年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

船橋市国民健康保険条例（昭和４７年船橋市条例第１６号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１６条中「５８万円」を「６１万円」に改める。 

 第２０条第１項中「５８万円」を「６１万円」に改め、同項第２号中「２７５，０００

円」を「２８万円」に改め、同項第３号中「５０万円」を「５１万円」に改め、同条第２

項及び第３項中「５８万円」を「６１万円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の船橋市国民健康保険条例の規定は、平成３１年度以後の年度分の保険料につ

いて適用し、平成３０年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

 

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、基礎賦課限度額及び保険料の減額の算定方法

について、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２２号 

 

船橋市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を次のように制定する。 

 

平成３１年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

 

船橋市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成３

０年船橋市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

第３３条第３項各号列記以外の部分を次のように改める。 

介護医療院の管理者は、次に掲げる業務を委託する場合は、医療法施行規則第９条の

８、第９条の９、第９条の１２、第９条の１３、別表第１の２及び別表第１の３、臨床

検査技師等に関する法律施行規則（昭和３３年厚生省令第２４号）第１２条並びに臨床

検査技師、衛生検査技師等に関する法律施行規則の一部を改正する省令（平成１８年厚

生労働省令第７５号）附則第２条の規定によりなおその効力を有することとされた同省

令による改正前の臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律施行規則（昭和３３年厚

生省令第２４号）第１２条の規定を準用する。この場合において、医療法施行規則第９

条の８第１項中「法第１５条の３第１項第２号の病院、診療所又は前条の施設（施設告

示第４号に定める施設を除く。）における厚生労働省令で定める基準」とあるのは「病

院、診療所又は臨床検査技師等に関する法律第２０条の３第１項の規定に基づき厚生労

働大臣が定める施設（昭和５６年厚生省告示第１７号。次項において「施設告示」とい

う。）に定める施設（第４号に掲げる施設を除く。）における検体検査の業務（船橋市介

護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（以下「基準条例」

という。）第３３条第３項第１号の規定による検体検査の業務をいう。次項において同
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じ。）の適正な実施に必要なものの基準」と、同条第２項中「法第１５条の３第１項第

２号の前条の施設（施設告示第４号に定める施設に限る。）における厚生労働省令で定

める基準」とあるのは「施設告示第４号に掲げる施設における検体検査の業務の適正な

実施に必要なものの基準」と、第９条の９第１項中「法第１５条の３第２項の規定によ

る医療機器又は医学的処置若しくは手術」とあるのは「基準条例第３３条第３項第２号

の規定による医療機器又は医学的処置」と、第９条の１２中「法第１５条の３第２項の

規定による第９条の８の２に定める医療機器」とあるのは「基準条例第３３条第３項第

３号の規定による医薬品医療機器等法第２条第８項に規定する特定保守管理医療機器」

と、第９条の１３中「法第１５条の３第２項の規定による医療」とあるのは「基準条例

第３３条第３項第４号の規定による医療」と、臨床検査技師等に関する法律施行規則第

１２条第１項中「法第２０条の３第２項の厚生労働省令で定める基準」とあるのは「船

橋市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例第３３条第

３項第１号の規定による検体検査の業務の適正な実施に必要なものの基準」と、臨床検

査技師、衛生検査技師等に関する法律施行規則の一部を改正する省令附則第２条の規定

によりなおその効力を有することとされた同省令による改正前の臨床検査技師、衛生検

査技師等に関する法律施行規則第１２条第１項中「法第２０条の３第２項の厚生労働省

令で定める基準」とあるのは「船橋市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関

する基準を定める条例第３３条第３項第１号の規定による検体検査の業務の適正な実施

に必要なものの基準」と読み替えるものとする。 

   附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改

正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２３号 

 

船橋市地域保健推進協議会条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

平成３１年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長   松  戸   徹  

 

 

船橋市地域保健推進協議会条例の一部を改正する条例 

 

船橋市地域保健推進協議会条例（平成１４年船橋市条例第５１号）の一部を次のように

改正する。 

 第１条中「地域保健対策」を「地域保健法（昭和２２年法律第１０１号）第１１条の規

定に基づき、地域保健対策」に改める。 

 第２条を次のように改める。 

 （所掌事務） 

第２条 協議会は、保健所の所管区域内の地域保健及び保健所の運営に関する事項につい

て審議する。 

 第３条第２項中「特別」を「専門」に、「調査審議させる」を「調査させる」に、「臨時

委員」を「専門委員」に改める。 

 第４条第１項中「及び臨時委員」を削り、同条第４項中「臨時委員」を「専門委員」に、

「特別」を「専門」に、「調査審議」を「調査」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３

項の次に次の１項を加える。 

４ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、市長が委嘱し、又

は任命する。 

 第６条第２項中「臨時委員」を「専門委員」に改め、同条第３項中「互選によりこれを

定める」を「うちから委員長が指名する」に改め、同条第５項中「臨時委員」を「専門委

員」に改め、同条第６項を削る。 

第７条第２項及び第３項中「及び臨時委員」を削り、同条第４項に後段として次のよう
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に加える。 

  この場合において、第１項中「委員長」とあるのは「部会長」と、前２項中「委員」

とあるのは「委員及び専門委員」と読み替えるものとする。 

 第８条を第９条とし、第７条の次に次の１条を加える。 

 （資料提出の要求等） 

第８条 協議会又は部会は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、

関係者に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。 

   附 則 

 この条例は、平成３１年１１月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 地域保健推進協議会の審議等の充実を図るため、組織等について、所要の改正を行う必

要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２４号 

 

 船橋市民生委員の定数を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  平成３１年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市民生委員の定数を定める条例の一部を改正する条例 

 

船橋市民生委員の定数を定める条例（平成２６年船橋市条例第５１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 本則中「７８０人」を「７８９人」に改める。 

附 則 

この条例は、平成３１年１２月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 民生委員の一斉改選に伴い、民生委員の定数を改正する必要がある。これが、この条例

案を提出する理由である。 
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議案第２５号           

 

船橋市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

平成３１年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年船橋市条例第５１号）の一部を次

のように改正する。 

 第１４条を次のように改める。 

 （保証人及び利率） 

第１４条 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てることができる。 

２ 災害援護資金は、保証人を立てる場合は、無利子とし、保証人を立てない場合は、据

置期間中は無利子とし、据置期間経過後はその利率を延滞の場合を除き年１．５パーセ

ントとする。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担するもの

とし、その保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。 

第１５条の見出しを「（償還等）」に改め、同条第１項中「又は半年賦償還」を「、半年

賦償還又は月賦償還」に改め、同条第３項中「、保証人」を削り、「第１２条」を「第１１

条」に改める。 

附則第２項中「及び第１４条」及び「、同条中「年３パーセント」とあるのは「年１．

５パーセント（保証人を立てる場合にあっては、年０パーセント）」と」を削る。 

附則第３項中「償還免除及び保証人」を「保証人及び償還免除」に改め、「については、」

の次に「第１４条第３項及び」を、「かかわらず、」の次に「平成２３年特別令第１４条第

４項及び」を加え、「並びに平成２３年特別令第１４条第４項及び第８項」を削る。 

   附 則 
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 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第１４条及び第１５条第３項の規定は、平成３１年４月１日以後に生じた災

害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用し、同

日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けにつ

いては、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

災害弔慰金の支給等に関する法律等の一部改正に伴い、災害援護資金の貸付けについて、

所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２６号 

 

船橋市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園の認

定の要件を定める条例を次のように制定する。 

 

平成３１年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園

の認定の要件を定める条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律（平成１８年法律第７７号。以下「法」という。）第３条第１項及び第３項の規定

に基づき、幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園

の認定の要件を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において「認定こども園」とは、法第２条第６項に規定する認定こども

園のうち、法第３条第１項又は第３項の認定を受けた施設をいう。 

２ この条例において「園児」とは、認定こども園に在園する子どもをいう。 

３ 前２項に定めるもののほか、この条例における用語の意義は、法及び就学前の子ども

に関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条第２項及び第４項の規

定に基づき内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営

に関する基準（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第２号）の例による。 

（認定こども園の類型） 

第３条 認定こども園は、次の各号に掲げるいずれかの類型に該当するものとする。 

⑴ 幼稚園型認定こども園 次のいずれかに該当する施設をいう。 

  ア 単独型 幼稚園教育要領（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第２５条の規
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定に基づき幼稚園に関して文部科学大臣が定める事項をいう。以下同じ。）に従って

編成された教育課程に基づく教育を行うほか、当該教育のための時間の終了後、在

籍している子どものうち保育を必要とする子どもに該当する者に対する教育を行う

幼稚園 

 イ 幼稚園及び保育機能施設のそれぞれの用に供される建物及びその附属設備が一体

的に設置されている施設であって、次のいずれかに該当するもの 

(ｱ) 並列型 当該施設を構成する保育機能施設において、満３歳以上の子どもに対

し学校教育法第２３条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行い、かつ、当

該保育を実施するに当たり当該施設を構成する幼稚園との緊密な連携協力体制が

確保されている施設 

(ｲ) 接続型 当該施設を構成する保育機能施設に入所していた子どもを引き続き当

該施設を構成する幼稚園に入園させて一貫した教育及び保育を行う施設 

⑵ 保育所型認定こども園 保育を必要とする子どもに対する保育を行うほか、当該保

育を必要とする子ども以外の満３歳以上の子ども（市における児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）第２４条第４項に規定する保育の利用に対する需要の状況に照ら

して適当と認められる数の子どもに限る。）を保育し、かつ、満３歳以上の子どもに対

し学校教育法第２３条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う保育所 

⑶ 地方裁量型認定こども園 保育を必要とする子どもに対する保育を行うほか、当該

保育を必要とする子ども以外の満３歳以上の子どもを保育し、かつ、満３歳以上の子

どもに対し学校教育法第２３条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う保育機

能施設 

（職員配置） 

第４条 認定こども園には、満１歳未満の園児おおむね３人につき１人以上、満１歳以上

満３歳未満の園児おおむね６人につき１人以上、満３歳以上満４歳未満の園児おおむね

２０人につき１人以上、満４歳以上の園児おおむね３０人につき１人以上の教育及び保

育に従事する者を置かなければならない。ただし、常時２人を下回ってはならない。 

２ 満３歳以上の園児であって幼稚園と同様に１日に４時間程度利用するもの及び満３歳

以上の園児であって保育所と同様に１日に８時間程度利用するもの（以下「教育及び保

育時間相当利用児」という。）に共通の４時間程度の利用時間について学級を編制し、学

級ごとに少なくとも１人の職員（以下「学級担任」という。）に担当させなければならな
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い。この場合において、１学級の園児の数は、３５人以下（満４歳に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にある園児の学級にあっては、３０人以下）を原則とする。 

３ 認定こども園には、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務の

全部を委託する認定こども園にあっては、調理員を置かないことができる。 

（職員の資格） 

第５条 前条第１項の規定により認定こども園に置くものとされる職員のうち満３歳未満

の園児の保育に従事する者は、保育士の資格を有する者でなければならない。 

２ 前条第１項の規定により認定こども園に置くものとされる職員のうち満３歳以上の園

児の教育及び保育に従事する者は、幼稚園の教員免許状及び保育士の資格を併せ有する

者でなければならない。ただし、やむを得ない場合は、幼稚園の教員免許状又は保育士

の資格のいずれかを有する者とすることができる。 

３ 前項ただし書の規定にかかわらず、学級担任は、幼稚園の教員免許状を有する者でな

ければならない。ただし、保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を

受ける場合であって学級担任を幼稚園の教員免許状を有する者とすることが困難である

ときは、保育士の資格を有する者であり、かつ、その意欲、適正、能力等を考慮して適

当と認められる者であって、幼稚園の教員免許状の取得に向けた努力を行っているもの

に限り、学級担任とすることができる。 

４ 第２項ただし書の規定にかかわらず、満３歳以上の園児のうち教育及び保育時間相当

利用児の保育に従事する者は、保育士の資格を有する者でなければならない。ただし、

幼稚園型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受ける場合であって当該教

育及び保育時間相当利用児の保育に従事する者を保育士の資格を有する者とすることが

困難であるときは、幼稚園の教員免許状を有する者であり、かつ、その意欲、適性、能

力等を考慮して適当と認められる者であって、保育士の資格の取得に向けた努力を行っ

ているものに限り、当該教育及び保育時間相当利用児の保育に従事する者とすることが

できる。 

５ 認定こども園の長は、教育及び保育並びに子育て支援を提供する機能を総合的に発揮

させるよう管理及び運営を行う能力を有しなければならない。 

（施設設備） 

第６条 法第３条第３項の幼稚園及び保育機能施設については、それぞれの用に供される

建物及びその附属設備（以下「建物等」という。）が同一の敷地内又は隣接する敷地内に
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なければならない。ただし、次に掲げる要件を満たす場合は、この限りでない。 

⑴ 園児に対する教育及び保育の適切な提供が可能であること。 

⑵ 園児の移動時の安全が確保されていること。 

２ 認定こども園の園舎の面積（満３歳未満の園児の保育を行う場合にあっては、満２歳

以上満３歳未満の園児の保育の用に供する保育室、遊戯室その他の施設設備の面積及び

満２歳未満の園児の保育の用に供する乳児室、ほふく室その他の施設設備の面積を除く。

第４項ただし書において同じ。）は、次の表の左欄に掲げる学級数に応じ、それぞれ同表

の右欄に定める面積以上とする。ただし、既存の保育所又は保育機能施設が保育所型認

定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受ける場合であって、同項本文（満２

歳未満の園児の保育を行う場合にあっては、同項本文及び第５項）に規定する基準を満

たすときは、この限りでない。 

学級数 面積（平方メートル） 

１学級 １８０ 

２学級以上 ３２０＋１００×（学級数－２） 

３ 認定こども園には、次に掲げる設備を備えなければならない。ただし、特別の事情が

あるときは、保育室と遊戯室とは、兼用することができる。 

⑴ 保育室 

⑵ 遊戯室 

⑶ 乳児室又はほふく室（満２歳未満の園児の保育を行う場合に限る。） 

⑷ 屋外遊戯場 

⑸ 調理室 

⑹ 医務室（満２歳未満の園児の保育を行う場合に限る。） 

⑺ 便所 

４ 保育室及び遊戯室の面積を合算した面積は、満２歳以上の園児１人につき３．０平方

メートル以上でなければならない。ただし、満３歳以上の園児については、既存の幼稚

園又は保育機能施設が幼稚園型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受け

る場合であって、その園舎の面積が第２項本文に掲げる基準を満たすときは、この限り

でない。 

５ 乳児室又はほふく室の面積は、満２歳未満の園児１人につき４．９５平方メートル以

上でなければならない。 

６ 屋外遊戯場の面積は、次に掲げる基準を満たさなければならない。ただし、既存の保
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育所又は保育機能施設が保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受

ける場合であって第１号の基準を満たすときは第２号の基準を満たすことを要せず、既

存の幼稚園又は保育機能施設が幼稚園型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認

定を受ける場合であって同号の基準を満たすときは第１号の基準を満たすことを要しな

い。 

⑴ 満２歳以上の園児１人につき３．３平方メートル以上であること。 

⑵ 次の表の左欄に掲げる学級数に応じ、それぞれ同表の右欄に定める面積に、満２歳

以上満３歳未満の園児について前号の規定により算定した面積を加えた面積以上であ

ること。 

学級数 面積（平方メートル） 

２学級以下 ３３０＋３０×（学級数－１） 

３学級以上 ４００＋８０×（学級数－３） 

７ 屋外遊戯場は、建物等の同一の敷地内又は隣接する敷地内に設けなければならない。

ただし、保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こども園にあっては、屋外遊戯場を

次に掲げる要件を満たす当該建物等の付近にある適当な場所に代えることができる。 

⑴ 園児が安全に利用できる場所であること。 

⑵ 利用時間を日常的に確保できる場所であること。 

⑶ 園児に対する教育及び保育の適切な提供が可能な場所であること。 

⑷ 前項に規定する屋外遊戯場の面積を満たす場所であること。 

８ 認定こども園は、当該認定こども園の園児に食事を提供するときは、当該認定こども

園内で調理する方法により行わなければならない。 

９ 第３項第５号及び前項の規定にかかわらず、規則で定める基準を満たす場合に限り、

満３歳以上の園児に対する食事の提供について、調理室を備えずに、当該認定こども園

外で調理し搬入する方法により行うことができる。この場合において、当該認定こども

園は、当該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該認定こども園にお

いて行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなけれ

ばならない。 

１０ 幼稚園型認定こども園の園児に対する食事の提供について、当該幼稚園型認定こど

も園内で調理する方法により行う園児の数が２０人に満たない場合においては、当該食

事の提供を行う幼稚園型認定こども園は、第３項第５号の規定にかかわらず、調理室を

備えないことができる。この場合において、当該幼稚園型認定こども園においては、当
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該食事の提供について当該方法により行うために必要な調理設備を備えなければならな

い。 

１１ 乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室を２階以上に設ける認定こども園にあっては、

規則で定める基準を満たさなければならない。 

（教育及び保育の内容） 

第７条 認定こども園における教育及び保育の内容は、法第６条の規定に基づき、幼保連

携型認定こども園教育・保育要領（法第１０条第１項の規定に基づき幼保連携型認定こ

ども園に関して主務大臣が定める事項をいう。）を踏まえるとともに、幼稚園教育要領及

び保育所保育指針（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第

６３号）第３５条の規定により厚生労働大臣が定める指針をいう。）に基づかなければな

らない。 

２ 前項に定めるもののほか、認定こども園における教育及び保育の内容は、園児の１日

の生活のリズムや集団生活の経験年数が異なることその他の認定こども園に固有の事情

を踏まえて、市長が別に定める事項に配慮したものでなければならない。 

（保育者の資質向上等） 

第８条 認定こども園は、市長が別に定める事項に留意して、園児の教育及び保育に従事

する者の資質並びに認定こども園の長の能力の向上を図らなければならない。 

（子育て支援） 

第９条 子育て支援事業については、認定こども園の所在する地域における教育及び保育

に対する需要に照らし当該地域において実施することが必要と認められるものを、市長

が別に定める事項に留意して、保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で行わな

ければならない。 

（認定こども園の長による一体的な管理運営） 

第１０条 認定こども園は、多様な機能を一体的に提供するため、１人の認定こども園の

長を置き、全ての職員の協力を得ながら一体的な管理運営を行わなければならない。 

（教育及び保育を行う期間及び時間） 

第１１条 認定こども園における保育を必要とする園児に対する教育及び保育の時間は、

１日につき８時間を原則とし、園児の保護者の労働時間その他の家庭の状況等を考慮し

て認定こども園の長が定めなければならない。 

２ 認定こども園における開園日数及び開園時間は、保育を必要とする園児に対する教育
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及び保育を適切に提供できるよう、保護者の就労の状況等の認定こども園の所在する地

域の実情に応じて定めなければならない。 

（情報開示） 

第１２条 認定こども園は、保護者が多様な施設を適切に選択できるよう、情報開示に努

めなければならない。 

（公正な入園の選考） 

第１３条 認定こども園は、児童虐待防止の観点から特別の支援を要する家庭、ひとり親

家庭又は低所得家庭の子どもや、障害のある子ども等特別な配慮が必要な子どもの利用

が排除されることのないよう、入園する子どもの選考を公正に行わなければならない。 

２ 認定こども園は、地方公共団体との連携を図り、前項の特別な配慮が必要な子どもの

受入れに適切に配慮しなければならない。 

（安全対策） 

第１４条 認定こども園は、耐震、防災、防犯その他の園児の健康及び安全を確保する体

制並びに事故等が発生した場合の補償を行う体制を整えなければならない。 

（運営状況の評価等） 

第１５条 認定こども園は、自己評価、外部評価等において園児の視点に立った評価を行

い、その結果の公表等を通じて教育及び保育の質の向上に努めなければならない。 

（表示） 

第１６条 認定こども園は、その建物又は敷地の公衆の見やすい場所に、当該施設が認定

こども園である旨の表示をしなければならない。 

（船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の準用） 

第１７条 船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年船

橋市条例第７０号）第５条、第６条第１項、第２項及び第４項、第１１条、第１２条、

第１５条（第１項及び第４項ただし書を除く。）、第１９条、第２０条（第３項を除く。）

並びに第３９条の規定は、認定こども園について準用する。この場合において、次の表

の左欄に掲げる同条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。 

読み替える船橋市児童福祉施

設の設備及び運営に関する基

準を定める条例の規定 

読み替えられる字句 読み替える字句 

第５条の見出し及び同条第２項 設備運営基準 認定要件に定める基準 
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第５条第１項 設備運営基準 就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律（平

成１８年法律第７７号）第

３条第１項及び第３項の

規定により市が条例で定

める要件（以下この条にお

いて「認定要件」という。）

に定める基準 

第６条第１項 入所している者 船橋市幼稚園型認定こど

も園、保育所型認定こども

園及び地方裁量型認定こ

ども園の認定の要件を定

める条例第２条第２項に

規定する園児（以下「園児」

という。） 

第６条第２項 児童の 園児の 

第６条第４項 法 就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律 

第１１条の見出し 入所した者 園児 

第１１条 入所している者 園児 

又は入所 又は入園 

第１２条 入所中の児童 園児 

当該児童 当該園児 

第１５条第２項及び第３項 入所している者 園児 

第１５条第５項 児童の 園児の 

第１９条 利用者 園児 

第２０条第１項 援助 教育及び保育（満３歳未満

の園児については、その保

育。以下同じ。）並びに子

育ての支援 

入所している者 園児 

第２０条第２項 援助に関し、当該措置又

は助産の実施、母子保護

の実施若しくは保育の

提供若しくは法第２４

条第５項若しくは第６

項の規定による措置に

係る 

教育及び保育並びに子育

ての支援について、 

第３９条 保育所の長 船橋市幼稚園型認定こど

も園、保育所型認定こども

園及び地方裁量型認定こ
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ども園の認定の要件を定

める条例第２条第１項に

規定する認定こども園の

長 

入所している乳幼児 園児 

保育 教育及び保育 

（委任） 

第１８条 この条例の施行について必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 平成３１年４月１日の前日において現に設置されている認定こども園の設備の面

積に係る基準は、第６条第４項本文及び第５項の規定にかかわらず、次に掲げる基準に

よることができる。 

⑴ 保育室又は遊戯室の面積は、満２歳以上の園児１人につき１．９８平方メートル以

上とすること。 

⑵ 乳児室又はほふく室の面積は、満２歳未満の園児１人につき３．３平方メートル以

上とすること。 

（認定こども園の設備の面積に係る基準の特例） 

第３条 認定こども園における園児の受入れの体制その他の事情を考慮して市長が適当と

認めるときは、認定こども園の設備の面積に係る基準は、当分の間、第６条第４項本文

及び第５項の規定にかかわらず、次に掲げる基準によることができる。ただし、同条第

４項本文及び第５項の規定を適用した場合に、船橋市特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成２６年船橋市条例第３２号）第４条

に規定する利用定員の数に満たない認定こども園にあっては、適用しない。 

⑴ 保育室又は遊戯室の面積は、満２歳以上の園児１人につき１．９８平方メートル以

上とすること。 

⑵ 乳児室又はほふく室の面積は、満２歳未満の園児１人につき３．３平方メートル以

上とすること。 

２ 市長は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第６１条第１項に規定す

る市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとする場合において、教
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育及び保育の提供への需要その他の状況を勘案し、必要があると認めるときは、前項の

規定について必要な措置を講ずるものとする。 

（認定こども園の職員の資格に関する特例） 

第４条 園児の登園又は降園の時間帯その他の園児が少数である時間帯において、第４条

第１項本文の規定により認定こども園に置かなければならない職員の数が１人となる場

合には、当分の間、第５条第１項、第２項及び第４項の規定にかかわらず、第４条第１

項の規定により認定こども園に置くものとされる職員のうち１人は、市長が幼稚園の教

員免許状又は保育士の資格を有する者と同等の知識及び経験を有すると認める者とする

ことができる。 

第５条 第５条第１項及び第４項（ただし書の規定を適用する場合を除く。）の規定により

置かなければならない保育士の資格を有する者については、当分の間、幼稚園の教員免

許状又は小学校教諭若しくは養護教諭の普通免許状（教育職員免許法（昭和２４年法律

第１４７号）第４条第２項に規定する普通免許状をいう。次条及び附則第８条において

同じ。）を有する者（現に当該施設において主幹養護教諭及び養護教諭として従事してい

る者を除く。次条及び附則第８条において同じ。）をもって代えることができる。 

第６条 第５条第２項の規定により置かなければならない幼稚園の教員免許状又は保育士

の資格を有する者については、当分の間、小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有す

る者をもって代えることができる。この場合において、当該者は、補助者として従事す

る場合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはならない。 

第７条 １日につき８時間を超えて開所する認定こども園において、開所時間を通じて必

要となる職員の総数が、利用定員に応じて置かなければならない職員の数を超える場合

における第５条第１項、第２項及び第４項の規定により置かなければならない幼稚園の

教員免許状又は保育士の資格を有する者については、当分の間、開所時間を通じて必要

となる職員の総数から、利用定員に応じて置かなければならない職員の数を差し引いて

得た数の範囲で、市長が幼稚園の教員免許状又は保育士の資格を有する者と同等の知識

及び経験を有すると認める者をもって代えることができる。この場合において、当該者

は、補助者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはならない。 

第８条 次の表の左欄に掲げる規定により同表の中欄に掲げる者について同表の右欄に掲

げる者をもって代える場合においては、同表の右欄に掲げる者の総数は、第４条第１項

の規定により認定こども園に置くものとされる職員の数の３分の１を超えてはならない。 
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附則第５条 第５条第１項及び第４

項（ただし書の規定を適

用する場合を除く。）の

規定により置かなけれ 

幼稚園の教員免許状又は小学校教

諭若しくは養護教諭の普通免許状

を有する者 

 ばならない保育士の資

格を有する者 

 

附則第６条 第５条第２項の規定に

より置かなければなら

ない幼稚園の教員免許

状又は保育士の資格を

有する者 

小学校教諭又は養護教諭の普通免

許状を有する者 

附則第７条 第５条第１項、第２項及

び第４項の規定により

置かなければならない

幼稚園の教員免許状又

は保育士の資格を有す

る者 

市長が幼稚園の教員免許状又は保

育士の資格を有する者と同等の知

識及び経験を有すると認める者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部改正に

伴い、幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園の認定

の要件について、所要の定めをする必要がある。これが、この条例案を提出する理由であ

る。 
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議案第２７号 

 

 船橋市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  平成３１年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

第１条 船橋市病院事業の設置等に関する条例（昭和５８年船橋市条例第１１号）の一部

を次のように改正する。 

別表第１中１３の項を１４の項とし、１２の項を１３の項とし、１１の項の次に次の

ように加える。 

１２ 遺伝カウンセリング料 １回 ５，４００円 

別表第１備考４中「１３の項」を「１４の項」に改める。 

第２条 船橋市病院事業の設置等に関する条例の一部を次のように改正する。 

  別表第１の２の項中「３，２４０円」を「３，３００円」に改め、同表３の項中「４

６２，８５７円」を「４７１，４２９円」に改め、同表５の項中「１６，４５７円」を

「１６，７６１円」に改め、同表９の項中「５，４００円」を「５，５００円」に、「３，

２４０円」を「３，３００円」に改め、同表１０の項中「２，７００円」を「２，７５

０円」に、「１，６２０円」を「１，６５０円」に改め、同表１１の項中「１０，８００

円」を「１１，０００円」に改め、同表１２の項及び１３の項中「５，４００円」を「５，

５００円」に改め、同表備考４中「１００分の８」を「１００分の１０」に改める。 

  別表第２中「８，６４０円」を「８，８００円」に、「１２，９６０円」を「１３，２

００円」に、「３，２４０円」を「３，３００円」に、「４，８６０円」を「４，９５０

円」に、「１９，４４０円」を「１９，８００円」に、「２９，１６０円」を「２９，７

００円」に、「１０，８００円」を「１１，０００円」に、「１６，２００円」を「１６，

５００円」に改める。 
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  別表第３中「１，６２０円」を「１，６５０円」に、「５，４００円」を「５，５００

円」に、「３，２４０円」を「３，３００円」に、「２，１６０円」を「２，２００円」

に、「１，０８０円」を「１，１００円」に、「３２４円」を「３３０円」に改める。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例中第１条の規定は平成３１年４月１日から、第２条及び次項の規定は同年１

０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の船橋市病院事業の設置等に関する条例の規定は、平成３

１年１０月１日以後の診療又は利用に係る診療費等であって同日以後に納付するものに

ついて適用し、同日前の診療若しくは利用に係る診療費等又は同日前に納付された診療

費等については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

医療サービスの充実を図るための遺伝カウンセリングの実施に当たり、遺伝カウンセリ

ング料について、所要の定めをする等の必要がある。これが、この条例案を提出する理由

である。 
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議案第２８号 

 

船橋市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  平成３１年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市手数料条例（昭和３６年船橋市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 第６条中「別表第３の６５の項」を「別表第３の７０の項」に改める。 

 第１０条第１項第２号中「５２の項」を「５５の項」に、「５３の項」を「５６の項」に、

「５６の項」を「５９の項」に、「５７の項」を「６０の項」に、「２５４の項から２５９

の項まで」を「２５７の項から２６２の項まで」に、「２６３の項から２７０の項まで」を

「２６６の項から２７３の項まで」に改める。 

 別表第３の１の項、２の項、４の項から６の項まで及び８の項中「第８７条の２」を「第

８７条の４」に改め、同表１６の項を次のように改める。 

１６ 建築基準法第４８条第１項ただし

書、第２項ただし書、第３項ただし書、

第４項ただし書、第５項ただし書、第

６項ただし書、第７項ただし書、第８

項ただし書、第９項ただし書、第１０

項ただし書、第１１項ただし書、第１

２項ただし書又は第１３項ただし書

（同法第８７条第２項若しくは第３項

又は第８８条第２項において準用する

場合を含む。）の規定に基づく建築等の

許可の申請に対する審査 

２７０，０００円 

（摘要） 

次に掲げる場合は、次に定める額とす

る。 

ア 建築基準法第４８条第１６項第１

号に該当する場合 ７０，０００円 

イ 建築基準法第４８条第１６項第２

号に該当する場合 １９０，０００

円 

 別表第３の１９の項中「第５３条第４項」の次に「又は第５項」を加え、同表２０の項

中「第５３条第５項第３号」を「第５３条第６項第３号」に改め、同表４８の項中「分け

て」の次に「増築等を含む」を加え、同表４９の項中「第８６条の８第３項」の次に「（同
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法第８７条の２第２項において準用する場合を含む。）」を加え、同表中２７１の項を２７

４の項とし、５４の項から２７０の項までを３項ずつ繰り下げ、同表５３の項中「第８７

条の２」を「第８７条の４」に改め、同項を同表５６の項とし、同表５２の項中「第８７

条の２」を「第８７条の４」に改め、同項を同表５５の項とし、同表５１の項中「第８７

条の２」を「第８７条の４」に改め、同項を同表５４の項とし、同表５０の項中「第８７

条の２」を「第８７条の４」に改め、同項を同表５３の項とし、同表４９の項の次に次の

ように加える。 

５０ 建築基準法第８７条の２第１項の

規定に基づく既存の１の建築物につい

て２以上の工事に分けて用途の変更に

伴う工事を行う場合の全体計画の認定

の申請に対する審査 

１３５，０００円 

５１ 建築基準法第８７条の３第５項の

規定に基づく建築物の用途を変更して

一時的に興行場等として使用する場合

の許可の申請に対する審査 

１２０，０００円 

５２ 建築基準法第８７条の３第６項の

規定に基づく建築物の用途を変更して

一時的に特別興行場等として使用する

場合の許可の申請に対する審査 

１６０，０００円 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日又は建築基準法の一部を改正する法律（平成３０年法律第６７

号）の施行の日のいずれか遅い日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の船橋市手数料条例の規定は、この条例の施行の日以後の申請に係る手数料に

ついて適用する。 

 （船橋市証紙条例の一部改正） 

３ 船橋市証紙条例（昭和３９年船橋市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１号中「別表第３の６３の項から６８の項まで」を「別表第３の６６の項か

ら７１の項まで」に改める。 
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理 由 

 

 建築基準法の一部改正に伴い、既存の１の建築物について２以上の工事に分けて用途の

変更に伴う工事を行う場合の全体計画の認定の申請に係る手数料等について、所要の定め

をする等の必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２９号             

 

船橋市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

平成３１年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

船橋市営住宅条例（平成９年船橋市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

別表中 

 

 

 

 

改める。 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

旭町借上公営住宅を廃止するため、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案

を提出する理由である。 

船橋市夏見借上公営住宅 

船橋市旭町借上公営住宅 
船橋市夏見３丁目２６番１１号 

船橋市旭町６丁目６番３３号 

 

船橋市夏見借上公営住宅 

 

 

船橋市夏見３丁目２６番１１号 

 

「 

「 

」 

」 

を 

に 
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議案第３０号 

 

 学校教育法の一部を改正する法律等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を次のよ

うに制定する。 

 

  平成３１年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   学校教育法の一部を改正する法律等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 

 （船橋市奨学金貸付条例の一部改正） 

第１条 船橋市奨学金貸付条例（昭和５３年船橋市条例第４６号）の一部を次のように改

正する。 

  第１０条第２項中「卒業し」の次に「（専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）」

を加える。 

 （船橋市廃棄物の減量、資源化及び適正処理に関する条例の一部改正） 

第２条 船橋市廃棄物の減量、資源化及び適正処理に関する条例（平成２０年船橋市条例

第１４号）の一部を次のように改正する。 

  第３６条第６号及び第７号中「短期大学」の次に「（同法に基づく専門職大学の前期課

程を含む。）」を、「卒業した」の次に「（同法に基づく専門職大学の前期課程を修了した

場合を含む。）」を加える。 

 （職員の自己啓発等休業に関する条例の一部改正） 

第３条 職員の自己啓発等休業に関する条例（平成２２年船橋市条例第２３号）の一部を

次のように改正する。 

  第４条第２号中「第１０４条第４項第２号」を「第１０４条第７項第２号」に改める。 

（船橋市が設置する専用水道に係る水道技術管理者の資格を定める条例の一部改正） 

第４条 船橋市が設置する専用水道に係る水道技術管理者の資格を定める条例（平成２４

年船橋市条例第４６号）の一部を次のように改正する。 
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  第２条第１項第３号中「短期大学」の次に「（同法による専門職大学の前期課程を含む。）」

を、「卒業した後」の次に「（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後）」

を加え、同項第５号中「卒業した後」の次に「（学校教育法による専門職大学の前期課程

にあっては、修了した後）」を、「第３号に規定する学校を卒業した者」の次に「（同法に

よる専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）」を加える。 

（船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第５条 船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年船橋

市条例第７０号）の一部を次のように改正する。 

  第２８条第１号中「卒業した者」の次に「（学校教育法の規定による専門職大学の前期

課程を修了した者を含む。）」を加える。 

（船橋市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第６条 船橋市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年船橋市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

  第１１条第３項第５号中「卒業した者」の次に「（当該学科又は当該課程を修めて同法

の規定による専門職大学の前期課程を修了した者を含む。）」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第３条の規定による改正後の職員の自己啓発等休業に関する条例第４条第２号に規定

する課程には、学校教育法の一部を改正する法律（平成２９年法律第４１号）による改

正前の学校教育法（昭和２２年法律第２６号。以下この項において「旧学校教育法」と

いう。）第１０４条第４項第２号の規定により旧学校教育法第８３条に規定する大学（当

該大学に置かれる旧学校教育法第９１条に規定する専攻科及び旧学校教育法第９７条に

規定する大学院を含む。）の課程に相当する教育を行う課程として認められていた課程を

含むものとする。 
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理 由 

 

 学校教育法等の一部改正に伴い、所要の改正等を行う必要がある。これが、この条例案

を提出する理由である。 
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議案第３１号 

 

   包括外部監査契約の締結について 

 

 包括外部監査契約を次のとおり締結する。 

 

  平成３１年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

記 

 

１ 契 約 の 目 的  当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２ 契 約 の 始 期  平成３１年４月１日 

３ 契 約 の 金 額  １５，６４４，０００円を上限とする額 

４ 費用の支払方法  監査の結果に関する報告提出後に支払うものとする。ただし、 

契約の金額の範囲内で概算払をすることができるものとする。 

５ 契約の相手方  住所 市川市国府台５丁目２４番１４号 

           氏名 川 口 明 浩 

           資格 公認会計士 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 包括外部監査契約の締結について、地方自治法第２５２条の３６第１項の規定により議

会の議決を得る必要がある。 
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議案第３２号 

 

   市道の路線認定及び変更について 

 

 市道の路線を次のとおり認定及び変更する。 

 

  平成３１年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

認定    
 

路線番号 起       点 終       点 
路  線  内  訳 

備  考 
巾 員 m 延 長 m 

25-051 印内三丁目 146-41 印内三丁目 146-12 
5.00  

106.06  

5.00  

25-052 印内三丁目 146-32 印内三丁目 146-25 
5.00  

62.28  

5.00  

58-188 習志野台二丁目 60-72 習志野台二丁目 60-106 
6.00  

182.01  

6.21  

58-189 習志野台二丁目 60-51 習志野台二丁目 60-60 
5.00  

98.85  

5.00  

58-190 習志野台二丁目 60-25 習志野台二丁目 60-37 
5.00  

119.66  

5.00  

58-191 習志野台七丁目 1984-119 習志野台七丁目 1984-79 
6.00  

199.18  

6.00  

63-150 大穴北二丁目 254-27 大穴北二丁目 254-22 
4.00  

71.80  

4.00  

64-139 三咲九丁目 123-3 三咲九丁目 123-3 
9.00  

26.95  

9.00  

65-097 二和東三丁目 48-22 二和東三丁目 48-36 
6.00  

180.85  

6.00  

66P002 二和西六丁目 38-13 二和西六丁目 38-13 
2.50  

15.20  

2.50  

合 計 

  

 
1062.84  
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変更    
 

路線番号 起       点 終       点 
路  線  内  訳 

備  考 
巾 員 m 延 長 m 

66-095 二和西六丁目 37-8 二和西六丁目 37-5 
6.02 

35.87 
変更前 

 
9.45 

66-095 二和西六丁目 37-8 二和西六丁目 38-8 
6.00 

58.75 
変更後 

 
9.54 

   
 

22.88 
 

 

合 計   
 

22.88 
 

 
 

   
 

  

     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

市道の路線認定及び変更について、道路法第８条第２項及び第１０条第３項の規定によ

り議会の議決を得る必要がある。 
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集　　　　　計　　　　　表

実 延 長

ｍ
認　定 10 本

総　合　計 1,085.72

変　更 1 本

ｍ

累　　計 1,177,745.59 6,156 本

路 線 数
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諮問第１号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

 人権擁護委員柿沼 次男は、平成３０年１０月２７日をもって退職したので、法務大臣

に対し、福澤 繁樹を後任の委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。 

 

平成３１年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹 
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諮問第２号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

 人権擁護委員今野 惠美子は、平成３１年６月３０日をもって任期が満了するので、法

務大臣に対し、引き続いて同人を委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。 

 

平成３１年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹 
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諮問第３号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

 人権擁護委員雨宮 宏は、平成３１年６月３０日をもって任期が満了するので、法務大

臣に対し、引き続いて同人を委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。 

 

平成３１年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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